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1.は じ め に

2005年8月 に文部科学省選定の 「現代的教育ニーズ取組支援 プログラム」(通 称 「現代GP

=GoodPractice」)に ,明 治大学商学部の 「広域連携支援プログラムー 千代田区=首 都圏ECM」

が採択されたことは,わ れわれ商学部にとって大きな喜びである。文部科学省選定のGPlま,各

大学がその採択をめざし総力をあげて取 り組んでいる教育 プログラムであ り,現 代GP,特 色G

P,国 際GP,大 学院GP等 がある。今年度,現 代GPの 「広域展開型の地域活性化への貢献」

プログラムには,全 国から約100件 の応募があ り,書 類選考とヒア リングを経て18件 が採択さ

れたという非常に狭き門であった。その中で,商 学部が中心 となって応募 した現代GPプ ログラ

ムが採択されたことは,本 学部の教育水準の高 さを示すものであろう。

当該現代GPは,商 学部 水野勝之教授を代表者 とす る教育プログラムであり,、今回の採択は

水野教授 ・水野ゼ ミおよび横井教授 ・大友教授のこれまでの活動実績に負 うところが大きい。一

方で,筆 者 も水野教授 ・横井教授 ・大友教授 とともに文部科学省への申請時よりこのプログラム

に関わ っており,現 代GPに 採択 された現在,コ ア ・メンバーの一人として積極的にこの取組を
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展 開 すべ き立場 にあ る。

また,商 学部 は明治大 学で初めてイ ンター ンシップを単位認定科 目として導入 した学部 であ り,

これ まで多 くの活動実績 を残 して きた。 その蓄積 を,千 代 田区 と首都 圏 との間の広域地域連携 に

活か してい くことが,当 該現代GPに お ける一つの大 きな特徴 である。千 代田区 と首都圏協力 自

治体 およびその外郭 団体 や企業で のイ ンター ンシ ップによ って,学 生 が地 域活性化の一端 を担 う

と同時 に,学 生 の地域理 解を深 めるのである。

一方
,当 該現代GPに お いて核 となる コンセプ トが,本 研究 の タイ トルに もあ るECM(Edu-

cationChainManagement)で あ る。 このECMな る コンセプ トは,大 学 と地域(市 民 ・企業 ・

行 政)と の コラボ レー シ ョンによる教育 の連鎖 の構 築 と,そ れによ る人材育成の 「全体最適化」

をめ ざす ものであ る。 そ こで,商 学部 が これか ら当該現代GPの 取 組 を積 極的に展開 して い く際

の基礎 と して,筆 者 らの先行 研究[1]に お いて提示 した 「ECM」 の 背景 ・意 図 および対象 とな

る問題領域 を整 理 し,主 と して このECMと イ ンター ンシ ップとの関係 を論 じてい くことが,本

研 究の 目的 であ る。

2.本 研究の背景

近 年,BPR(BusinessProcessReengineering)に 行 き詰 ま りを感 じた多 くの 日本企業 が,

SCM(SupplyChainManagement)に 高 い関心 を寄せ てい る。 それに と もない,個 別企業 の

全 体最適 化か ら供給 連鎖(サ プライチ ェー ン;以 下 「SC」 と表 す ことにす る)の 全体 最適化 へ

のパ ラダイム ・シフ トが進 みつつある。BPRに お ける個別企業 内での全体最適化 は,SCMに と っ

ての部分最適化(こ れは,筆 者の先行研究[2]に お ける 「局所最 適」 化に相当す る)と して位置

づ けられ るのである。

SCMの 中 核 をなす コンセ プ トの一つ として顧客 満足(CustomerSatisfaction;以 下 「CS」 と

表 す こ とにす る)を 指摘 す る ことが でき る。 このCS重 視 の姿勢 は,BPRに お い て も同様で あ

る。 さ らに,安 藤[3]は 顧 客を 「潜在 的組織参加者」 として捉 え る視 点を提示 し,企 業 に とって

CSと 従 業員満足 は,企 業 の 「外」 と 「内」 という違 い こそあれ,両 者を実現 す るためのアプ ロー

チ は非常 に似通 ってい ると して いる。 その上 で,就 職活動 を展 開す る学生 た ちを 「潜在的組織参

加者 」 と して位 置づけてい る。

ここで,教 育 の連鎖 とい う面 に目を移す と,大 学 と企業 との間のイ ンター ンシ ップが急速 に注

目され始 めてい る。大学 や企業の みな らず,文 部科 学省 ・経 済産業省 ・厚生労働省 とい った行政

も積極的 にイ ンター ンシ ップを推進 している。 イ ンター ンシップに よ り,大 学 と企業 や行政 との

コラボ レー シ ョンを進 め ようと しているのである。 筆者 らは,こ の ような動向をふ まえて,一 連

のイ ンター ンシップ研 究(イ ンター ンシップ導入 によ る相互準 ア ウ トソー シ ン'グ・モデル[4]と

そ の二面性[5],イ ンター ンシ ップ導入大学 の増加要因[6]等)を 展開 してい る。

上記 の よ うに,SCMを 展 開す る企業 に とって,CSの 実 現 は最重要課 題 の一 つで はあ るが,
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大 学 にお ける学生 満足(筆 者 ら[1]は,こ れをStudentSatisfactionと い う意 味で 「SS」 と呼

んでい る)の 実現 は より重要な課題 と して位置 づけ られ るよ うに思われ る。 なぜな ら,顧 客が多

くの企業 の商 品やサー ビスを購入す るの とは異 な り,学 生 は一 つの大学のみ に所属 し,同 一 の大

学 か ら教育 とい うサー ビスの提供を受 けるか らであ る。 また,大 学が基本的 に4年 間固定 した学

生 の学費 によ って運 営 されて いるか らで ある。

そ こで筆者 ら[1]は,企 業 にお けるSCMの 考 え方 を大 学 と企業 ・行政 との関係へ と拡張 させ

ることによ り,人 材の供給連鎖 におけ る全体最 適化 とSSを あ ざすECMの コ ンセ プ トを提示 し

てい る。ECMの 基 本的な考え方 は,大 学 にと って人材 の供給連鎖(エ デ ュケー シ ョンチェーン)

に お ける 「全 体最適化 とSS」 は,企 業 の供給 連鎖(SC)に お ける 「全体 最適化 とCS」 以 上の

ものであ るというと ころにあ る。 このECMの コ ンセ プ トは,こ れまで十分 とはい えなか った,

エ デ ュケー ションチ ェー ンの全体最適化 とSSの 姿 勢 を強化す ることの必要性 を示す もので ある。

これ により,大 学 と企業 ・行政 との垣根 を越 えた,学 生 に対す るサ ポー ト重視 の姿勢が,人 材育

成 の全体 最適化の役割 を果 たす可能性 を示 唆 してい る。

当該現 代GPは,ま さ しく大学 と企業 ・行政 ・地域 との垣根 を越 えた教育 プログラムであ り,

そ うい っ.た意 味 にお いて 「ECM」 が説 得力 を 持つ ので あ る。 そ れに加 えて,当 該 現代GPは

「大学 の教 育力が地域 を活性化 させ,地 域の教育力 が大学生 を活性 化 させ る」 ことを基本 コンセ

プ トと してい る。す なわち,大 学 と地域(市 民)と の コラボ レー シ ョンによる教育 の連鎖 の構築

をめ ざす のであ る(図1を 参照)。 これは,市 民 を大 学の 「潜 在的組織参加者」 と して捉 える立

場 と同様の視点で あ り,従 来 の閉 ざされた大学 か ら,広 く地域 に開かれた大学へ の シフ トを意味

す る。 こうい つた考え方 に基づ き,多 く(広 域)の 自治体 と協力 しなが ら教育 の連鎖 における人

材育 成 の 「全 体最適化」 を図 ると同時 に,学 生 満足(SS)と 市 民満 足(CiS:CitizenSatisfac-

tion[7])の 双 方を高めて いこうとす るプログラムが,明 大 商学部の現代GPな の である。

本 研究 は,上 記 の よ うな筆者 らの一連 の先行研 究[1],[2],[4]一[7]と 当 該現代GPの 趣 旨

をふ まえた上 で,筆 者が プ ロジェク ト・リーダ ーを務 める 「文部科学省 学術 フロ ンテ ィア推進

事 業 「先端 的グ ロー バル ・ビジネス とITマ ネ ジメ ン トーGlobale-SCMに 関 す る研究 』」 プ

ロジェク ト,筆 者 の属す る科研費研究 「ジョブ ・イ ンター ンシップと人材情報 システム」 プロジェ

ク ト,同 じく筆者 の属す る 「支援基礎論 研究会」 と当該現代GPと の 関係 を整理す る ことによ り,

ECMの コ ンセ プ トを多面 的に論 じる と同時 に,ECMの 問 題領域 の広が り,お よびそ こでの研

究課 題 とめざすべ きゴール を確認 してい こうとす るものであ る。

さ らに,ECMの た めのアプ ロー チの具体例 と して イ ンター ンシ ップを位 置づけ,こ れが大学

と企 業 との間の コラボ レーシ ョ.ン強化 に貢献 しうることを指摘す る。 その上 で,イ ンター ンシッ

プを舞台 としたECMが,学 生の学習活動 と就職活動にお ける情報 のあいまいさ(エ ン トロピー)

を奪 い取 る 「低エ ン トロ ピー源」 の機能 を発 揮 しうるとい う新た な視点 を提示す る。

この ように,本 研究 は学術 的研究 と しての性格よ りも,筆 者が これ まで研究活動 を展 開 してき

た上 記3プ ロジ ェク トの成 果を紹 介 し,そ れ らと当該現代GPと の 関係を整理す る とい う性格 の
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図1千 代田区一 首都圏ECMに おける商学部インターンシップの位置づけ

方が色濃いものとなっている。この点に関しては,本 研究が明大商学部の現代GPを 明大商学論

叢において論 じていることを考慮 して,予 め読者のお許 しをいただきたい。

3.サ プラ イ チ ェー ン ・マネ ジメ ン ト(SCM)と 顧 客満足(CS)

企業間のパー トナリングやコラボレーションによる,互 いに協力体制にある企業群全体 として

の競争力強化が重要な課題となっている今日,個 別企業単独の最適化(部 分最適化)で は激 しい

競争 に勝ち抜 くことが難 しい状況にある。 こういつた企業環境の中で,多 くの企業が供給連鎖

(SC)を 構成する企業間でのコラボレーションを図ろうとヅSCMに 対 し高い関心を寄せている。

SCMと は,藤 野[8]に よれば 「不確定性の高い市場変化にサプライチェー ン全体をアジル

(機敏;迅 速+柔 軟)に 対応させ,ダ イナ ミックに最適化を図ること」 とされる。SCMに よ り,

これまで部門ごとの最適化,企 業 ごとの最適化にとどまっていた ビジネス ・プロセスを,部 品調

達 ・製造 ・物流 ・販売等,SC全 体の最適化へとシフ トさせ,環 境の変化に対 してSC全 体があ

たかも一つの組織体であるかのようにアジルに対応することにより,CSの 実現をめざすのであ
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る。SCMで は制約理 論(TheoryOfConstraints;TOC)に 基 づ き,SC全 体 の 目的(ゴ ール)

達 成 を阻害す る制約条件(ボ トルネ ック)を 見つ け,そ の部分 に全体 を合 わせ込む とい うアプロー

チに より,す べ ての部分 を同期化 させ なが ら,全 体最 適化,そ してCSの 実 現 をめざすのである

[9]。

したが って,CSはSCMに お け る最重 要課題 の一 つ と して位置 づけ られ,本 研究 のECMに

お いてはSS(学 生 満足)に 相 当す るもので ある。安藤[3]"は,こ のCSの 重 要 性に注 目し,「 潜

在 的組 織参加者」 の概念 か らのア プローチを試 みてい る。 安藤 によれば,企 業 にとってCSと 従

業員満足,そ れぞれを実現す るためのアプ ローチは非常に似通 って いるとされる。企業 の 「外」

と 「内」 とい う違 い こそ あれ,企 業が従業員 に満足 を与 え ることに よって離職率 や欠勤率 の改善

が進 むの と同様 に,顧 客 に対 して満足 を与 えれば顧 客はその企業の製品 やサ〒 ビスを購入 すると

い うかたちで組織に参加 しつづ けることになるため,組 織参加 とい う観点か らみれば両者 は同 じ

発想 に基づ く概念 なのである。 この ような安藤 の視点 は,企 業 と顧客 との双方 向性やCS重 視 の

点 で,e-SCM[10]一[12]に 通 じる もの であ り,本 研 究 におけ るECMの コ ンセ プ トやSS重 視

の姿勢 に対応 してい る。

さ らに.,椙 山[13]は 「ユーザー ・イノベー シ ョン」 に焦点を 当て,形 式的 には組織外部 の顧

客 であるはずのユーザーが,実 際 にはメーカー側 の複雑 なイノベー シ ョンの組織的 プ ロセ スに参

加 し(潜 在 的組織参加者),組 織 の決定 に大 きく関与 して いる ようにみえる ことを指摘 してい る。

「潜在的組織参加 者」 の概念 は,こ れまで顧客 は組織 の外部者で ある と考 えて きた多 くの企業 に

対 して,発 想の転換 を要求す る ものであ る。 それ と同時に,従 来のSCMに お け る企業間 同士の

コラボ レー ションは,顧 客(個 客)と の コラボ レーシ ョンを円滑 にす るための ツール にす ぎない

と考え るこ ともでき るのであ る。

4.イ ンター ン シ ップ導 入 大学 の増 加

ここまでは,ECMの コ ンセ プ トの基礎 とな るSCMに つ いて,主 に 「全体最適化」 と 「CS」

の 側面 か ら論 じてきたが,次 に本研究 が大 学 と企業 ・行政 との間のECMの 典 型例 と して位置づ

けて いる 「イ ンター ンシップ」 の動向 につ いて検討 してお くことに しよ う。

バ ブル経済崩壊後 の構造 的不況 が依 然 と して続 く今 日,社 会が大学 を見 る 目は きび しい もの と

な って いる。 それ に ともない,多 くの大学で は魅力 あるカ リキュラムづ くりや学生 サー ビスの向

上 等,積 極的 な改善 ・改革 が試 み られてお り,学 生 による授業評価 を行 う大学 も急増 してい る。

しか しなが ら,思 うよ うな効果 が上 が っていな い大学が多 いこと もまた実状 であろ う。

現 在 この ような状況 の もとで,イ ンター ンシ ップを導入す る大学が確実 に増加 している。 筆者

ら[4]は,こ の ことに注 目し,「 イ ンター ンシップ導入大学 の増 加要因 フ レー ムワーク」 を提示

してい る。 この フ レーム ワー クによれば,大 学(大 学院 を含 む)新 卒労働者 の就職 におけ る ミス

マ ッチの防止が,学 生 ・企業 ・大学 ・行政 の四者 間で一致 した目的 とな っている とい う意 味で,
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イ ン ター ンシップ導入 の 「主た る要因」 と して位置づ け られ る。す なわち,大 卒若年労 働者 の就

職 に おける,本 人の適性 ・希望 と実際の職務 との間 の ミスマ ッチが,転 職 の増加 を もた らすが,

イ ンター ンシップが これを予防す る役割 を果 た しうるという考え方で ある。 とりわけ,こ れ まで

省庁間の垣根 が高 く,全 体 最適化のた めの コラボ レーシ ョンが思 うよ うに進 まなか った行 政 にお

いて,上 記 の三省が共 にイ ンター ンシ ップの推進 に力を入れて いるこ とは特筆 すべきであ ろう。

しか しなが ら,イ ンター ンシ ップ導 入の 目的はこれに尽 き るもので はない[4]。 上 記 フレーム

ワー クは,ミ スマ ッチの防止が学生 ・企業 ・大学 ・行政の四者の共通 した 目的であ ることと同時

に,そ れ ぞれ多様な 目的を持 って いることを示す もので ある。例 えば,大 学 に とっての 「特 色あ

る教育 に よる競 争優 位の確立 」 や 「教 育 の準 アウ トソーシ ング」[5],企 業 に とっての 「優 秀な

人材の戦 略的採用」 や 「社会的貢献」,「産学協同の ためのパ イプ作 り」等 であ る。

こうい つた 目的の多様性 が,そ れぞれの立場か らインター ンシ ップを推進 しよ うとす る原動力

とな り,イ ンター ンシップを導 入す る大学 ・教育機 関を増加 させ ているのであ る。 このよ うな,

大 学 内で閉 じる ことのな い,企 業 や行 政を巻 き込 んだ教育 プログラム(こ れは次 第の 「ECM」

に 相 当す る)は,学 生 と大 学の利点のみで は前進 しない もの と考 え られる。 そ うい った意 味で,

イ ンター ンシップが学生 ・企業 ・大学 ・行政 の間で一致 した 目的を持つ こと(ミ スマ ッチの防止),

お よ びそれ以外 に も多 くの 目的 あるいは利 点を持つ ことが,急 速 なイ ンター ンシ ップ普及 のパ ワー

とな って い るのであ る。

5.エ デ ュケ ー シ ョ ン チ ェー ン ・マ・ネ ジ メ ン ト(ECM)

これ まで 日本の多 くの大学 は,学 問 の自由 ・独立 を最優先すべ き理念 として位置 づけ,企 業や

行政(た だ し文部科学 省以外)と は一線 を画 した活動を展開 してきた。 このよ うな学 の独立を尊

重す るスタ ンス は,社 会の さまざまな外圧 に屈 しない大学のオ ー トノ ミー形成 に大 き く貢献 して

きた。一方 で,米 国 に見 られ るよ うな産学協 同の スタ ンスとは異 な り,企 業 と一線 を画 した 日本

の大学 のス タンスが,産 業の発展,・と りわけベ ンチ ャー ・ビジネスの育成 とい う面 では足かせ と

な ってきた とす る指摘 も多い。

そこで,産 学協同を 日本で も積極的 に推進 すべ き とい う声 が強 くな りつつあ り,多 くの大学が

その ための取組 を開始 して いる。大学 の持 つ頭脳 ・理論 と企業 の持 つ資金 力 ・実践 力を融合 させ

ることによ るシナジーを生み 出 し,新 たな技術 ・魅力 ある新製 品を開発 しようと してい るの であ

る。 これ らは大学 と企業の間 の,主 に技術面 ・理論面で の コラボ レー シ ョンであ るが,こ の よう

な流 れ とは異な る人材育成面 のコラボ レー シ ョンが しだいに注 目されつつ ある。その典型例 が,

ビ ジネ ス ・スクール やMOT(ManagementOfTechnology)で あ り,イ ンター ンシ ップで あ

ろ う。

人材育 成面 に焦点 を当て なが ら,大 学 と企業 ・行 政 ・地域 との間の コラボ レー シ ョンを捉 えた

場合,「 人材 の供給連鎖」,あ るいは 「教育 の連鎖」 とい う視 点が浮上 す る。最近で は,大 学 と企
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業 ・行政 ・地 域 との間 に大学院 が組 み込 まれる ことが多 くな って きて いる。筆者 ら[1]は,こ う

い つた大学 ・大学院 と企業 ・行政 ・地域 との教育 の連鎖 を 「エデ ュケー ションチ ェー ン」 と呼ん

でい る。従 来,大 学 での教育 と企 業や行政組織 で の教育(OJTとoffJT)は,異 な る理念 と目

的の もとで,そ れ ぞれ独 立 に行 われて きた。 これ をSCMの 視 点 で捉 え ると,「 部分最 適化」 に

相 当す る。 したが って,社 会 で活躍す る,あ るいは産業 の発展 に寄与す るよ うな人材 を育成 する

ためには,大 学 ・大学院 と企業 ・行政 ・地域 との間の コラボ レー シ ョンによ り,エ デ ュケー ショ

ンチ ェー ン全体 と して教育の最適性 を追求 する必要 があ るよ うに思わ れる。人材育成 の連鎖 にお

いて も,部 分最適化 と全体最適化 は異 なるのであ る。

筆者 ら[1]は,こ の よ うにエデ ュケー シ ョンチ ェー ンにお いて も部分最適化 でな く全体最 適化

をめ ざすべ きとい う考 え方 に基づ き 「エデ ュケー ションチェー ン ・マネ ジメ ン ト」(ECM)の コ

ンセ プ トを提示 してい る。ECMは,人 材育成 の連鎖 における全体最適化 の発 想 とと もに,学 生

満足(SS)を 重 視す る行動 を根 づかせる役 割を果た しうるので はないか と思 われ る。

ここで,ECMの コ ンセプ トが,大 学や大学 院のみな らず,高 校 ・中学 ・小 学校 ・幼稚 園を含

んだ,よ り広 い範囲が対象 とな りうる点 に注意を要す る。ECMは,大 学 。大学 院と企業 。行政 ・

地 域 との関係 に特化 した コンセプ トで はな いのであ る。 そ うい った意味 において,ECMの 研 究

課題は非常 に多 い もの と思 われ る。 ただ し,本 研究 では明大商学部 の現代GPお よ びイ ンター ン

シ ップ に主眼が置かれて いるため,大 学(大 学 院)と 企 業 ・行政 ・地域 との間のエデ ュケー ショ

ンチェー ンを 中心 に した議論 を展 開 し,本 論 の最後 の10節 に お いてECMの 領 域 に含 まれ る多

くの研究課題を整理 して い くことにす る。

これ までの大学で は,上 記 のよ うな学生満 足(SS)の 発 想 が欠 けていた よ うに思 われ る。 よ

うや く最近 にな って,企 業にお けるCSの 考 え方を大学 に も取 り入 れ るべ きで ある とす る議 論が

な され始め てはいるが,一 方で教育 の場 であま りSSを 前 面 に出 した行動 を と りす ぎる と,学 生

の安易 な態 度を生 んで しまい,か え って学生 の たあにな らない とい う弊害 も存在す るた め,SS

重 視 の姿勢が あま り定着 していかないのが実状 であ る。

それで も,学 生 による授業評価 を導入す る大 学が確実 に増加 して お り,学 生 の声 を授業 に反映

させ る ことによ り学 生 の満足 度 を向上 させ よ うとす る 「Student-DrivenSatisfaction」 の 動き

が確実 に広が りつつ あ る。 イ ンター ンシ ップ,そ して本研究のECMも こ うい つた流 れの中 に位

置づ け ることが で きるのではな いか と思 われ る。 すなわ ち,大 学 の中 に閉 じた教育 か ら,大 学

(大 学 院)と 企業 ・行政 ・地 域が一体 とな った 「教育 の連鎖」 への拡 張に よるSSで あ る。

6.ECMに よる発 想 の転換

ここまで の議論 か ら,ECMは 大 学の壁 を越 えた教育の 「連 鎖」 を構築 す ることによる,全 体

最 適化 と,サ ー ビスの被 提供著 た る学生 の満足(SS)と を め ざす点 で,基 本 的にSCMの コ ン

セ プ トを継承 してい ることがわか る。 そこでECMは,大 学 や企業 ・行政 ・地域 に対 してい くつ
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か の 発想 の転換 を要求 する。 それが,教 育の連鎖(エ デ ュケー シ ョンチ ェー ン)に おけ る 「全体

最適 化」 と 「SS」 で あ ることは上記 の通 りであるが,こ れ らを実現す るた めには,さ らに次 の

よ うな発想 の転換 が必要 となる。 これ らもすべて,SCMの 発 想 を引 き継 いだ もの とな っている。

① 大学:学 生に対する 「管理」から 「支援」へ

② 企業 ・行政 ・地域:「 組織外部者」としての学生から 「潜在的組織参加者」としての

学生へ

③ 大学 と企業 ・行政 ・地域:堅 い組織から柔 らかい組織へ

まず① につ いては,大 学 が基本 的に学生 の学費 によ って運営 され,そ れ に相 当する教育 とい う

サ ー ビスを提供すべ きことか ら,SS実 現 のために は当然の発想 であ る。 したが って,こ れ にSS

の た めの最 も重要 な要素 と して位置 づけ られ る。 なぜな ら,管 理(コ ン トロール)に よ って人 間

の満足 を得 るこ とはむずか しく,自 らの意思 で行動 す る人 間(学 生)を 支援(サ ポー ト)す る こ

とによ って,SSが 達 成 され るか らであ る。 このよ うな考 え方 は,筆 者 が所属す る前 述の 「支援

基礎論研 究会」[14]の 主 張(8節 を参照)に 基礎を置 いている。

次 に② につ いてであるが,就 職 活動や イ ンター ンシ ップ,あ るいは当該現 代GPの 活 動 を行 う

学生 が,空 間的 には企業 や行政 組織の 内部 でそれ らを展 開す るとい う意味 において,SCMに お

ける 「潜 在的組織参加 者」 と しての顧客以上 の位置づ け となる。 こうい つた潜在的組織参加者 の

発想が,そ の企業や行政に対す るポ ジテ ィブなイメージを学生 に植 えつけ ることになる。そ こで,

安 藤[3]の 指 摘 す るよ うに,「 あ る企業 の製品 やサ ー ビスの購入 を通 じて高 い満足 を得た就職予

備軍(学 生)は,顧 客 と して組織 に潜在 的に参加す る と同時に,就 職先 を選定す るプロセスにお

いて その企業 を候補の一つ とす るこ とが多 い」の である。 また,た とえ他の企業 に就職 したと し

て も,そ の後 も顧客 と して,場 合 による と取 引先 と して良好 な関係 を結 ぶ ことにつな がるか もし

れな い。 この ように,学 生 を潜在的組織参加者 と して認識 する ことには,多 くの利点が存在す る

ので ある。

③ は,そ れ ぞれの問題 に応 じて,形 式上 の組織 に縛 られ ることな く,フ レキシブル に大学や企

業,あ るいは行政等の組織の壁 を越 えた コラボ レー ションを進 め ることを意 味す る。す なわち,

そ れ ぞれの 目的 によって,対 応す るメ ンバー と協力体制 を,複 数 の組織 間で フ レキシブル に組 み

替えて い くという意味で,「 柔 らかい組織」(looselycoupledsystem),そ して 「柔 らかいエデュ

ケー シ'ヨンチ ェー ン」 なのであ る。 また,こ れがECMに お ける全体最適化 のための条件 となる

もの と思 われ る。

7.明 大商学部の現代GPに おけるインターンシップの位置づ け

商学部は,明 治大学で初めて 「ジョブ ・インターンシップ」を単位認定科目として導入 した学

部である。その蓄積を広域連携支援に,ま たECMに,積 極的に活かしていくことが,当 該現代
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広域連携支援プログラム
(明治大学商学研究所)

○ ○ Pro月 一経 済 ・金融 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0 ○

○ ○ ○ Prol.2一 経 営 ・情 報 ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ Proj.3一 交 通 ・環 境 ○ ○

○ ○ ○ Prol.4一 商 業 ・経 営 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ Prol.5一 商 業 ・経 営 ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ 0 Prol.6一 商 業 ・経 営 ○ ○

○ ○ Proj.7一 経 営 ・会 計 ・金 融 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ Prol.8一 商 業 ・経 営 ○ ○

○ ○ Prol.9一 交 通 ・観 光 ・貿 易 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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図2広 域連携支援プログラム(千 代田区=首 都圏ECM)の 構成とインターンシップ

GPプ ロ グラムの一 つの特徴 とな って いる。

当該現代GPは,プ ロジェク ト1～ プロジ ェク ト10に よ り構 成 され ている(図2を 参照)。 こ

れ らの プロジ ェク トの 中で,イ ンター ンシ ップは プロジ ェク ト10「 イ ンター ンシ ップ研 究成果

の地域へ の還元」 のテーマ とな ってお り,筆 者 はこの プロ ジェク ト10の 責 任者で ある。

当該現代GPの プ ロジェク ト10は,二 つの活動 を柱 と している。 そ の一 つは,こ れまで実践

面 に比較 して どち らか とい うと立 ち遅れていた イ ンター ンシップの理論 的研 究を,学 生 と教員 ・

大学院生 との コラボ レー シ ョンによ り展開 して い くた あの プログラムであ り,も う一つは,プ ロ

ジェク ト1～9に 対 して,正 規授業科 目と しての活動 の場 を提供す るための プログラムであ る。

前者(理 論的研究)は,筆 者 の属 す る科研 費研究 プロジ ェク ト 「ジョブ ・イ ンター ンシ ップと

人 材情報 システム」 が基盤 とな ってお り,こ れ まで も学部生 ・大学院生 との共 同研 究[15],[16]

を 行 って きた。 こ うした蓄積の上 に,当 該現代GPは これ までの研究活動 をさ らに活発化 させ,

そ の成果を学会 ・シンポ ジウムや報告書 等で公表 して い く予定で ある。

一 方
,後 者(プ ロ ジェク ト1～9に お ける活動 の場 の提供)は,正 規授業科 目を 中心 に据えた
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教 育 プ ログラム という面 で当該現代GPに と って重要 な意 味を持 ち,プ ロ ジェク ト1～9を 支 え

る役割 を果 たす もので ある。 と りわけ,プ ロジェク ト1の 「地域経 済連携支 援講座」 において,

商 学部 「ジ ョブ ・インター ンシ ップ」 の授業履修学生 が,こ の講座 を コーデ ィネ ー トす る予定 で

あ るこ とは,ECMの 実 践 とい う意味で特徴 的であ る。 教員 による学生 への管理 ではな く,学 生

の主体 的な活動を 「支援」す ると同時 に,部 門間(商 学部 とリバテ ィ ・アカデ ミー)の 垣根 を低

くして,両 者 の コラギ レーシ ョンを図るのであるQ

この よ うな学生 によ るイ ンター ンシップの積極 的活動が,当 該現代GPに お けるECMの 実 践

に大 き く貢 献す ることにな るで あろ う。

8.明 大 商 学部 の現 代GPに お け る 「支援 」 と 「ECM」 の背 景

明大商学部の現代GPの テーマは,前 述のように 「広域連携支援プログラム一 千代田区=首

都圏ECM」 であり,明 らかに 「支援」と 「ECM」 がキー ワー ドとなっている。 これ らは,そ れ

ぞれ明大商学研究所を拠点とした,支 援基礎論研究会の 「支援研究」 と学術フロンティア研究プ

ロジェク トの 「SCM研 究」の成果を理論的基盤としている。

本節 では,こ のよ うな背景 を整理 してお くことにより,当 該現代GPに おける 「支援」 と

「ECM」 のコンセプ トに至 った過程を簡単に紹介 していくことにする。そこで,当 該現代GPに

おけるコア ・コンセプ トとなる 「支援」と 「ECM」 に関 して,明 大商学部 と明大商学研究所を

拠点とする各研究プロジェク トが行 ってきた研究の流れを示すと,図3の ようになる。

まず,「 支援」概念についてであるが,こ れは明大商学研究所を拠点とした 「支援基礎論研究

会」の研究テーマであ り,そ の主査は松丸正延 東海大学電子情報学部教授(明 大商学研究所特

任研究員),幹 事が村田潔 商学部教授で,筆 者 もメンバーの一人である。この研究会は,経 営学 ・

経営工学 ・情報システム ・社会学 ・心理学 ・工業意匠 ・福祉学等,多 様な専門分野の研究者が参

加 し,さ まざまな角度から 「支援」についての研究を展開してきた。「管理から支援へのパラダ

イムシフ ト」がこの研究会の基本 コンセプ トであり,そ の研究成果は 「支援学」[14]に まとめら

れている。

当該現代GPに おいても,こ れまで学生に対する 「管理」に傾斜 しがちであった教育のスタン

スから,主 体的に学習 し活動する学生を 「支援」するスタ ンスへのシフ トを志向している。そう

いった意味で,ま さしく 「支援」中心のプログラムであり,支 援基礎論研究会における支援研究

の蓄積は,こ れから繰 り広げられる当該現代GPの 活動を大きく 「支援」するであろう。

次 に 「ECM」 に焦点を当てると,こ のコンセプ トは学術 フロンティア研究プロジェク トの

SCM研 究における,組 織の壁を越えた情報共有化 と全体最適化の考え方を基礎 に,科 研費研究

プロジェク トのインターンシップ研究により生み出された ものである。また,図3か らもわかる

ように,情 報共有化のみならず,KCMに よる 「知識共有化」を基礎にしていることは,教 育 プ

ログラムとしての現代GPの 趣旨に適合的である。大学 ・企業 ・行政の垣根を越えた情報共有化
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図3明 大商学部の現代GPに おける 「支援」と 「ECM」 のコンセプ トの背景

と知識共 有化 によ るエ デ ュケー シ ョンチ ェー ンの全 体最適 化 をめ ざす コ ンセ プ トが,当 該現 代

GPのECMな の であ る。

この よ うに,ECMは 当 該現代GP全 体(プ ロジェク ト1～ プ ロジェク ト10)の コ ア ・コンセ

プ トで あるが,そ れ以 上 に,筆 者が責任者 を務 め るプロ ジェク ト10「 イ ンター ンシ ップ研究成

果 の地 域へ の還 元」 に とって大 きな意味 を持 つ。 それ は,ECMな る コンセ プ トが,筆 者 の属す

る科研 費研究 プロジ ェク ト 「ジ ョブ ・イ ンター ンシ ップと人材情報 システム」 か ら生 まれて きた

ことを考慮す ると当然 ではあるが,イ ンター ンシ ップが大学 に閉 じた教育 の壁を低 くし,大 学 ・

企業 ・行政,さ らには地域 のエデ ュケー シ ョンチ ェー ンを築 き上 げる役 割を果たす可 能性 を秘め

てい るか らで ある。す なわち,イ ンター ンシ ップ自体がエ デュケー ションチ ェー ンその ものであ

り,そ うい った意 味で プ ロジェク ト10は 当該 現代GPに お け るECMの 中核 に位 置づ け られ る

のであ る。

9.「 インター ンシ ップにおけるECMの 低 エ ン トロピー源 フ レーム ワーク」の提案

ここで は,ECM推 進 のたあの アプローチの具 体例 と してイ ンター ンシップを位置 づけ,こ れ

が大学 と企 業 ・行政 ・地域 との間の コラボ レー シ ョン強化 に貢献 しうる とい う観 点か らの議論 を

展 開 して い くことにす る。 前 節 で述 べ た よ うに,イ ンター ンシ ップは当該 現代GPに お け る
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イ ンタ ー ンシ ップ'低 エ ン トロ ピー源

高 工.ト 。 ピー ↓ 低 工.ト 。 ピー

不確実な情報7一 一一 →ECMト → 信頼性の高・情報

聡 読 響 雑音.搬 因!高工.、。ピ.撒 関する有勝 報

(ミ ス マ ッチの 防 止)

図4イ ンタ ー ン シ ップ の低 エ ン トロ ピ ー源 フ レー ム ワ ー ク

ECMの 中核 に位置づ け られ,そ の一方 で4節 の議 論か ら,学 生 の就職活 動 における ミスマ ッチ

を防止 す るという意味で,社 会 のさま ざまな雑音 や撹乱要 因か ら学生 を守 り,就 職 に関す る情報

の あいまい さを奪 い取 る役割 を果 たす ことがわかる。本研 究では,こ ういつた考え方 に基づ き,

新 たに図4の ような 「イ ンター ンシップの低エ ン トロピー源 フレーム ワー ク」を提案す る。

図4の フレー ムワー クは,イ ンター ンシ ップの体 験が,自 己の適性 や職務内容 ・採用条件等 に

関す る不確 実な情報か らあいまいさを奪 い取 り,相 対的に信頼性 の高い情報へ と変換す る機能 を

発揮 しうることを示 して いる。 その過程 で学生 の適 性や就職 後の職務 内容に関す る不確実性(エ

ン トロ ピー)を 低下 させ,低 エ ン トロピーの状態へ と学生 を導 くことになる。 そういった意味で,

ECMに 基 づ くイ ンター ンシ ップを,就 職活動 の 「低エ ン トロ ピー源 」[17]と して位 置づ ける こ

とがで き るので ある。 そ して,こp低 エ ン トロピー源が,就 職 におけ る学生の ミスマ ッチを防止

す る役割 を果たす ことに なる。

す なわち,相 対的に高 いエ ン トロ ピーを持 つ入力情報 か らイ ンター ンシップ(低 エ ン トロ ピー

源)が 高 エ ン トロピーの雑音 を奪 い取 り,そ の分 だけ出力情報 の価値 が高ま ることを示 している

ので あ る。 言 い換 えれ ば,イ ンター ンシ ップを舞台 としたECMが,学 生 の学 習活動 と就職活動

にお ける行 動エ ン トロピーを低下 させ る分 だけ情報 の価値 を高 める とい うことにな る。

これ は,槌 田[18]の 指 摘す る 「物理 価値+エ ン トロ ピー=一 定」 とい う枠組 みに沿 った視点

で あ り,そ の物 理価値 を情報 の価値 に置 き換 えた ものとな る。 さらに,低 エ ン トロ ピー源(イ ン

ター ンシップ)が エ ン トロ ピーを奪 い取 ることによ って高 ま った情報 の価値が,シ ャノ ンの情報

理 論 におけ る 「情報量 」 に相 当す るのであ る。

10.ECMの 多様な研究課題

ここまでの議論 か ら,イ ンター ンシ ップがECMの 中 核 に位置づ け られる ことがわか るが,一

方 でECMが イ ンター ンシ ップのみを対象 と した もので はない ところに注意 を要す る。ECMの

問 題領域 は非常 に幅広いので ある。 それ らを列挙す る と,次 のよ うにな る。

① 市 民講座(例 え ば,本 学 の リバテ ィ ・アカデ ミー)

② 大 学 ・大学院連携

③ 高 大連携
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④ 中高一貫教育

⑤ 企業→専門職大学院の派遣

⑥ 文理融合(例 えば,MOT)

⑦ 小 ・中 ・高校および幼稚園 ・保育園と地域との連携

これ らに共通する考え方は,学 校の壁を越えた人材育成の全体最適化,組 織の壁を越えた知識

共有化 ・コラボレーシ ョン,そ してcsと 同様の被教育者満足(例 えば,ss[1]やCiS[7])と

いったところにある。

まず,① の市民講座についてであるが,こ れは大学の垣根を低 くし,一 般の市民に大学を開放

する役割を果たす。当該現代GPの プロジェクト1「地域連携支援講座」は,そ の典型例である。

生涯教育の重要性が叫ばれている今日,こ のような大学における市民講座の果たす役割は大きい

ものと思われる。

次に,② の大学 ・大学院連携については,修 士の場合6年 間(「飛び級」であれば5年 間),博

士の場合は9年 間の一貫教育や,学 部生による大学院授業科 目の事前履修等がこれに相当 し,大

学 ・大学院の垣根を越えた教育 ・人材育成の全体最適化をめざすものである。産業が著 しく高度

化 し,情 報化が急速に進展する現在,よ り高い専門性を持つ人材の育成が社会の急務 とな ってお

り,大 学入学時より大学院進学を前提とした教育を行 うことの重要性が高ま りつつある。その際

に,大 学と大学院がそれぞれ個別に教育の最適化(こ れは,部 分最適化 ・局所最適化を意味する)

をめざすのではなく,大 学 ・大学院を通 じた教育の全体最適化をいかにして行うかが,ECMに

おける一つの大きな研究課題 となる。

また,③ の高大連携や④の中高一貫教育も,上 と同様に,大 学 ・高校 ・中学の垣根を越えた教

育のコラボレーションを図 り,高 大連携の場合は7年 間,中 高一貫教育の場合は6年 間を通 した

人材育成の全体最適化をめざす ものである。4年 間や3年 間の短期間ではなく,長 期的なスパ ン

で人材育成を行 っていこうとするのである。言い換えれば,大 学のみ,高 校のみ,中 学のみの部

分最適化(局 所最適化)で はな く,高 大や中高のエデュケーションチェーンを構築 し,共 通 した

目的 ・価値を持 ってよ り良い人材を育成 していくことが全体最適化へとつながってい くとする考

え方である。 とりわけ,④ の中高一貫教育は,私 立の学校において主流にな り,公 立の学校にお

いても導入 され始めている。中高一貫教育により,希 望大学,と りわけ一流大学への合格 という

全体最適化を達成 しようとするのである。ただし,こ れが全体最適化であるか否かについては意

見が分かれるところであるが,少 な くとも大学進学を目標に設定 した場合は,全 体最適化のため

の有力なアプローチとなる。逆の見方をすれば,そ の有効性 とともに,一 流大学への合格が全体

最適化であるか,部 分最適化であるかの学際的検討 自体が,ECMの 重要な研究課題 となるか も

「しれない
。

⑥の文理融合については,こ れまで文系学部 と理系学部の間に高い壁が存在 し,相 互の交流が

不足 していたという問題認識の もとに,こ れ らの融合を図る,あ るいは有機的な協力関係を形成

することをねらいとしている。その背景には,一 方で金融工学 ・経営情報学やマーケティング ・
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サ イ エ ンス等,文 系学部 において も数理的 ・統計的 アプローチが必要 とな り,も う一方 で技術者

のプ ロ ジェク ト・マネジメ ン トや イノベー ション・マネ ジメ ン ト,さ らには商 品企画 ・経営戦 略

等,理 系の学部 や大学院 で もビジネ スあ るいはマネ ジメ ン トの教育が要求 されるよ うにな った と

い う要 因が あ る。 こ うい つた動向 の典型例 が,MOT(ManagementOfTechnology;技 術 経

営)で あ ろう。筆者 は,理 工学部 向股政男教授 ・大滝厚教授 ・宮城善一教授,経 営学部 大石芳

裕教授 らとともに,本 学の大学院共 同研究 「技術経営 に関す る教育 プログラムの調査 ・開発研究」

を展 開 し,そ の研 究成 果(例 えば,山 下 ・大石[19]) .を学 部 間共通総合講 座 「技術 マネ ジメ ン

ト(MOT)入 門 」 と りパ テ ィ ・アカデ ミー 「MOTの 一 貫性 一 技術開発か ら知財戦略まで一 」

の教育 に活か している。 これ らは,ま さし く文理融 合の実践例で あると同時 に,リ バ テ ィ ・アカ

デ ミー は① の市 民講座 と してのECMの 実 践例で もある。 今後 も,MOTに 関 す る研 究を継続 し

て い く一 方で,ECMの 観 点 か らもこのMOT研 究 を展 開 してい きたい。

⑦ の小 ・中 ・高校お よび幼稚 園 ・保育 園 と地域 との連携 について も,現 在 やは り大 き くク ロー

ズ ・ア ップされて いるテーマで ある。 それは,幼 児 ・児童 に対 す る犯罪が増加 し,し か もその加

害者 が不幸 に も少年 ・少女で ある ことが多 くな ってい るか らであ る。神戸や長崎の事件 は,社 会

に大 きな衝撃 を与えた。地域の人 たちが 日頃か ら少年 ・少 女 と触れ合 うことによ り精神面 での支

援を行い,ま た地域の人 たちの 目で犯罪を防止す るのである。 もちろん,⑦ のね らいは地域 の人 々

の 目によ って こう した犯罪 を未然 に防 ごうとするネガテ ィブな側面 だけでな く,地 域の教有力 に

よ り将来 の地 域を担 う健全な人材 を育成 していこ うとす るポ ジテ ィブな側面 を併せ持 って いる。

これ は明 らか に,学 校 の壁 を越 えた地域 とのECMで あ る。 したが って,こ の問題 に焦点 を当 て

たECM研 究 を展開 してい くため には,教 育 学 ・心理 学 ・社会学 ・法学 ・経 営学 等,学 際的な ア

プローチが必 要であ り,か つその こ とがまたECMな の で ある。

以上 の ように,ECM研 究 の対象 とな る領域 は非 常に広 く,解 決 すべ き問題 も多 い。 そ こで,

当 該現代GPで も,イ ンター ンシ ップのみな らず,市 民講座(リ バテ ィ ・アカデ ミー)やIT機

器 を活用 しての広域的 コ ミュニ テ ィ作 り,さ らには大学 ・大学 院連携(学 部 生 と大学院生の共 同

研 究),高 大 連 携,学 生 による地 域 の小学 生 に対す る金銭教育 等,ECMの 柱 とな る多面 的な活

動 が用意 され てい る(図2を 参 照)。 そ して,何 よ りも当該現 代GPの 「大 学の教育力 が地域社

会 に貢献 す ると同時 に,地 域 の教育 力で学生 を育て る」 とい う相 互関係その ものがECMな の で

あ る。

ll.お わ り に

本研究 では,明 治大学商 学部 の 「広域連携支援 プログ ラム ー 千代 田区=首 都圏ECM」 が,

文 部科学省 の 「現代GP」 に採択 された ことを受け て,筆 者 らの一連 の先行研究[1],[2],[4]一

[7〕を 基礎 に,筆 者 がそれ ぞれ深 くコ ミッ トして い る 「文部科 学省 学術 フ ロンテ ィア推進事 業

『先 端 的グ ローバル ・ビジネ ス とITマ ネ ジメ ン トーGlobale-SCMに 関 す る研究』」,科 研 費
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研 究 「ジ ョブ ・イ ンター ンシップ と人材 情報 システム」,「支援基礎論研 究会」 と当該現代GPと

の 関係 を整理 す る ことによ り,ECMの コ ンセ プ トを多面 的 に検討 し,ECMの 領 域 に存 在す る

多 くの研究課題 とそれが めざす べきゴールについて論 じた。

一 方で
,ECMの た めのアプ ローチの具体例 と して イ ンター ンシ ップを位置 づ け,こ れ が大学

と企業 との間の コラボ レー ション強化 に貢献 しうることを指摘 した。 その上 で,イ ンター ンシッ

プを舞 台 と したECMが,学 生の学習活動 と就職活動 にお ける情報のあい まい さ(エ ン トロ ピー)

を 奪 い取 る 「低エ ン トロピー源」 の機能 を発揮す るという新 たな視点 を提示 した。

今後,本 研究 で述 べた ような商 学部 ・商 学研 究所 の研究 と教育 の蓄積 を活か して,当 該現代

GPの 取 組が実 り多 い もの となるよ う,微 力なが らも貢献 していきたい。
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